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診療報酬調査専門組織・医療機関等における消費税負担 

に関する分科会の設置について 

 

１ 目的 

 

今般の税制改革法案において、医療機関等の消費税の負担につい

て、厚生労働省において定期的に検証を行う場を設けることとする

とともに、医療に係る消費税の課税の在り方については、引き続き

検討する等と規定されたところである。これを踏まえ、本年 4月

11 日の中央社会保険医療協議会総会において、診療報酬における

消費税の取扱いについては新たな分科会を設置して検討すること

とされたことから、過去の消費税導入・改定時の対応・経過を検証

し、医療機関等における消費税課税等の状況を把握するとともに、

消費税引上げに対する診療報酬制度等における対応等について検

討を行う。 

 

 

２ 委員構成 

 

  別添のとおりとする。 

 

 

３ 運営 

 

 （１）会議は公開とする。 

 （２）庶務は、厚生労働省保険局医療課において処理する。 

 

診 調 組  税 － １ 

２ ４ ． ７ ． ２ ７ 
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2021年4月1日

補てん状況の修正について

診調組 税－１ －１
７ ． １ ０ ． ８



【経緯】
○ 令和５年度、６年度分の補てん率の状況把握の作業準備を進めていく中で、過去公表分
の計算において複数の誤りがあったことが判明した。

【誤りの内容等】
（支出について）
○ 消費税負担額の計算過程で「水道光熱費」を計上していなかった。【令和３年度、令和４年度】

（収入について）
○ 公費単独レセプト（生活保護法等の公費負担医療）分を計上していなかった。
※消費税負担額（支出）の計上においては、計算上公費負担医療分も含まれている
【令和２年度、令和３年度】

○ 令和３年度の調剤報酬上乗せ分の計算過程で、令和４年度のNDBデータを使用していた。
【令和３年度（保険薬局）】

○ その他計算過程で複数のミスあり。

【今後について】
○ 複層的なチェック体制を構築するとともに、今後、これまでの補てん状況把握の方法と同水準の精緻
さを維持しつつ、より簡素に集計できヒューマンエラーが出にくい手法を検討する。

令和２年度、令和３年度、令和４年度の補てん率の集計誤り等について
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※ 令和２年度の補てん率は第23回医療経済実態調査の対象医療機関等、令和３，４年度の補てん率は第24回医療経済実態調査の対象医療機関等を対象として計算。

※ 病院、一般診療所、歯科診療所、保険薬局の値は、施設の類型別に算出した値を、施設数に応じて加重平均したもの。

※ 医科全体の値は、病院、一般診療所の値を施設数に応じて加重平均したもの。

※ 全体の補てん率は、病院、一般診療所、歯科診療所、保険薬局の値を国民医療費の構成比率等によって算出したもの。

公表データの修正（令和２，３，４年度消費税負担の補てん状況）

（参考）
全体補てん率保険薬局歯科診療所医科全体修正前 一般診療所病院

103.9％令和２年度
112.7%103.4%87.0%110.1%103.4%補てん率（A/C）

104.5%令和３年度
89.5%103.2%88.9%113.2%105.6%補てん率（A/C）

106.1%令和４年度
91.7%105.4%94.6%112.8%107.1%補てん率（A/C）

修正

（参考）
全体補てん率保険薬局歯科診療所医科全体修正後 一般診療所病院

108.3％令和２年度
123.6%105.9%89.6%115.1%107.7%補てん率（A/C）

102.2%令和３年度
79.6%97.6%87.0%112.0%104.2%補てん率（A/C）

98.9%令和４年度
91.5%99.5%89.5%103.7%99.3%補てん率（A/C）

※ A：収入のうち診療報酬本体へ上乗せされている消費税分 C：支出のうち課税経費の消費税相当額
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令和５年度 補てん状況把握結果⑩ 【保険薬局】
（１施設・１年間当たり）

※ 全体の値は、開設者種別ごとの施設数により加重平均を行ったもの。

法人個人全体令和４年度

706千円303千円680千円報酬上乗せ分（A）

777千円219千円741千円５％相当負担額（B）

▲72千円83千円▲61千円補てん差額（A－B）

90.8%138.0%91.7%補てん率（A/B）

275,804千円69,787千円262,405千円医業・介護収益（C）

▲0.03%0.12%▲0.02%医業・介護収益に対する補て
ん差額の割合 ( (A－B) / C )

106042(1,102)集計施設数

法人個人全体令和３年度

706千円303千円679千円報酬上乗せ分（A）

796千円249千円759千円５％相当負担額（B）

▲90千円54千円▲80千円補てん差額（A－B）

88.7%121.9%89.5%補てん率（A/B）

269,741千円69,456千円256,141千円医業・介護収益（C）

▲0.03%0.08%▲0.03%医業・介護収益に対する補て
ん差額の割合 ( (A－B) / C )

105942(1,101)集計施設数

診 調 組 税 － １
５．１２．６（改）

4



2021年4月1日

今後の進め方等について

診調組 税－１－２
７ ． １ ０ ． ８



① 中医協・消費税分科会の場において、令和５年に令和３年度、令和４年度の補てん状況の把握を実施。
② 医科、歯科、調剤を合わせた全体でみたときには補てん不足となっていない状況等を踏まえ、

中医協において、「診療報酬の上乗せ点数の見直しは行わず、引き続き検証を行うことが適当」とされた。

社会保険診療に関する消費税の取扱いについての経緯

2

社会保険診療における消費税は非課税。医療機関等が仕入れにおいて負担する消費税（控除対象外消費税）は、過去消費税導入
（平成元年）・引上げ（平成９年、平成26年、令和元年）時にそれぞれ、診療報酬へ上乗せすることで補てんをしている。

１．総論

① 消費税法等の一部改正法（平成24年法律第68号）に基づき、中医協・消費税分科会の場において、
診療報酬とは別建ての高額投資対応の検討を議論。

② 議論の結果、別建ての高額投資対応は実施せず、消費税８％引上げ時の対応は診療報酬にて行うこととなった。
③ 診療報酬上の補てん見合いの点数配分の方法について議論を重ねた結果、基本診療料への点数上乗せを主とした対応を行う

こととなった。

２．平成26年(消費税８％引上げ時)の対応

① 中医協・消費税分科会の場において、平成26年改定の診療報酬上の対応について、その補てん状況の把握を実施（※）。
全体の補てん不足及び医療機関種別ごとの補てん率のばらつきが生じていること等が明らかになり、これに対する要因分析、
より適切な補てん方法等について議論。
（※）平成27年には平成26年度の状況について、平成30年には平成28年度の状況について、それぞれ把握作業を実施。

平成27年には、当初「補てん状況にばらつきは見られたものの、マクロでは概ね補填されていることが確認された
旨の報告があり、その後、平成30年まで把握作業は行われなかった。しかしながら、平成30年作業時に、平成27
年の報告内容に誤りがあったことが判明した。

② 議論を踏まえて、全体の補てん不足及び医療機関種別ごとの補てん率のばらつきを是正するため、 ５％から８％への引上げ
時の内容も含めて配点方法の見直しを行ったうえで、消費税10％引上げに対応した診療報酬上の対応を実施。

③ なお、平成30年度の『「医療機関等における消費税負担に関する分科会」における議論の整理』においては、「消費税率10％
への引上げ後の補てん状況については、必要なデータが揃い次第速やかに、かつ継続的に調査することとする。」とされた。

３．令和元年（消費税10％引上げ時）の対応等

① 中医協・消費税分科会の場において、令和３年に令和２年度の補てん状況の把握を実施。
② 医科、歯科、調剤を合わせた全体でみたときには補てん不足となっていない状況等を踏まえ、

中医協において、「診療報酬の上乗せ点数の見直しは行わず、引き続き検証を行うことが適当」とされた。

４．令和４年度診療報酬改定における対応

５．令和６年度診療報酬改定における対応



診療報酬による消費税補てん状況の把握について（案）
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１．目的
令和元年に行われた、消費税率10％への引上げに伴う診療報酬による補てん（５％～10%部分）について、令和５

年度、令和６年度の状況を把握する。
（※） 薬価・特定保険医療材料は、税抜きの市場実勢価格に消費税を上乗せし、個々の薬価等に反映されているた

め、対象としない。

２．補てん状況の把握方法について
○ 対象医療機関

現在実施中の第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）の調査対象となっている医療機関等を対象とする。
○ 使用するデータ

個々の医療機関等について、収入のうち令和元年診療報酬改定により診療報酬本体へ上乗せされている消費税分
と、支出のうち課税経費の消費税相当額とを把握するため、以下のデータを使用する。

・ 収入のうち診療報酬本体へ上乗せされている消費税分については、レセプト情報・特定健診等情報データ
ベースから抽出した算定回数等のデータを使用する。（令和５年度・６年度分のデータを収集）

・ 支出のうち課税経費の消費税相当額については、第25回医療経済実態調査のデータを使用する。
（各医療機関における、直近の事業年度（令和５年度・６年度）のデータを収集）

３．補てん状況の把握のための収入と支出の対比について
個々の医療機関における補てん状況を推計し、医療経済実態調査の損益状況の集計区分と同様に、開設者別、病院

機能別、入院基本料別に区分して比較する。

４．報告時期
令和７年12月を目途として報告する。

【論点】
・ 令和元年に行われた消費税率10％への引上げ以降、消費税率は変わっていない一方、診療報酬改定を重ねてきてい

ること、収支双方に新型コロナウイルスによる影響を受けていること、近時は物価の上昇により課税経費が増加して
いること等も踏まえて、補てんの在り方の議論に資するよう、補てん状況をどのように評価するか。

○ 前回（令和５年度）に実施した方法に倣って、以下のとおり実施することとしてはどうか。



4

補てん状況把握等のスケジュール（案）

12月1 1 月1 0 月９
月
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把握
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(課税経費率の確認)
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(補てん状況の確認)

調査集計
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調査実施

●
医療経済実態調査
の実施案の承認
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の報告
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支出データ
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●
今後の進め方
（本日）

６月令和８年
1月～

令和７年
1 2 月

予
算
編
成
過
程
を
通
じ
て
内
閣
が
改
定
率
を
決
定

中
医
協

諮
問
・
答
申

令
和
８
年
度
診
療
報
酬
改
定
の
施
行



（参考）補てん状況把握のイメージ

○収入のうち診療報酬本体へ上乗せされている消費税分（下図のAの部分）と、支出のうち課税経費の消費税相当額（下
図のCの部分）とを比較し、補てん状況を把握する。

・収入のうち診療報酬本体へ上乗せされている消費税分（Ａの部分）
消費税10％引上げに伴い上乗せした各診療項目（初・再診料、入院料等）の点数に、レセプト情報・特定健診等

情報データベースから抽出した算定回数を乗じて積算する。

・支出のうち課税経費の消費税相当額（Ｃの部分）
医療経済実態調査のデータより、個々の医療機関等の課税経費額を推計し、「その他の課税の経費」の消費税5％

分を積算する。
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（参考１）医療機関を取り巻く状況について
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受診延日数の推移
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医療機関を受診した延患者数に相当する受診延日数は、入院・入院外ともに減少傾向にあり、令和2年度に大きく減少。
その後、令和5年度にかけて、特に入院外については回復する傾向が見られる。

出典:厚生労働省「医療費の動向」

中医協 総－５
７ ． ４ ． ２ ３



病院の患者数の推移
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病院の在院患者数と外来患者数はいずれも令和2年度に大きく減少。その後、引き続き在院患者数は減少傾向にあるが、
外来患者数は令和4年度にかけて回復し、令和5年度に減少した。

出典:厚生労働省「令和５(2023)年医療施設（静態・動態）調査・病院報告の概況」

中医協 総－５
７ ． ４ ． ２ ３



単位:千円 2018→2023の比較
科目 2018 2023 増減額 増減率
事業収益 1,523,760 1,681,312 +157,552 +10.3%
事業費用 1,495,334 1,714,970 +219,636 +14.7%

人件費 855,635 947,106 +91,470 +10.7%
医薬品費 142,674 170,064 +27,389 +19.2%
その他の医療材料費 121,928 151,092 +29,164 +23.9%
給食材料費・委託費 34,901 40,994 +6,093 +17.5%
その他の委託費 63,244 79,648 +16,405 +25.9%
水道光熱費 28,040 33,106 +5,066 +18.1%
減価償却費 74,153 81,919 +7,766 +10.5%
その他費用 174,758 211,040 +36,282 +20.8%

事業利益 28,426 -33,657 ▲62,084 －

病院の収支構造の変化

9

2018年度と2023年度の病院の100床当たり損益を比較すると、事業収益の増加（+10.3%）以上に事業費用が増加
（+14.7%）したため、事業利益が悪化。金額ベースでは、費用の50%超を占める人件費増加の影響が最も大きい。

100床当たり損益の比較

出典:福祉医療機構提供データに基づき、厚生労働省保険局医療課にて作成
対象病院は、福祉医療機構に貸借対照表・損益計算書いずれも提供している貸付先として
おり、2018年度1,061施設、2023年度1,943施設が対象
数値は病院全体のものであり、様々な機能や規模の病院が含まれていること、年度により
対象施設数が異なることから、100床当たりの損益を計算して比較を実施
事業収益からは事業収益に計上されたコロナ補助金を除外。医薬品費は薬品全般の費消額
であり、その他の医療材料費は診療材料費や医療消耗器具備品などの医薬品費以外の医療
材料費のこと。人件費には給与費の他、法定福利費、退職給付費用、役員報酬を集計

人件費

医薬品費

その他の医療材料費

その他の委託費
減価償却費

その他の事業費用

+10.7%

+19.2%

+23.9%

+25.9%

+10.5%

+20.8%

給食材料費・委託費

水道光熱費 +18.1%

+17.5%

費用構造の変化

:2018年度の事業費用

:2023年度の事業費用

増減額をみると、人件費
増加の影響が最も大きい。

中医協 総－５
７ ． ４ ． ２ ３



材料費・委託費・その他費用:消費者物価指数の推移②

10

消費者物価指数の持家の帰属家賃を除く総合（前年同月比）は2025年3月に+4.2%となっているが、主な項目別の寄
与度をみると、食品や光熱・水道の寄与度が大きい。

出典:総務省「消費者物価指数」に基づき、厚生労働省保険局医療課にて作成

各項目の寄与度は、「当該項目のウエイト／持家の帰属家賃を除く総合のウエイト×（当月の当該項目の指数－前年同月の当該項目の指数）／前年同月の持家の帰属家賃を除く総合の指数」により算出

「その他」の寄与度は、持家の帰属家賃を除く総合の前年同月比から各項目の寄与度を控除した残差として計算

2025年3月
CPI（持家の帰属家賃を除く総合）:+4.2%
〈寄与度〉
生鮮食品 +0.7%
生鮮食品を除く食料 +1.8%
交通・通信 +0.4%
光熱・水道 +0.5%
その他 +0.8%

4.2

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月 4月 7月 10
月 1月

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）の前年同月比の主な項目別寄与度の推移

生鮮食品 生鮮食品を除く食料 交通・通信 光熱・水道 その他 持家の帰属家賃を除く総合

単位:%

3月

中医協 総－５
７ ． ４ ． ２ ３



精神科病院療養型病院一般病院単位:千円
対医業収益比1施設当たり平均対医業収益比1施設当たり平均対医業収益比1施設当たり平均科目/項目

-592 -964 -1,355 対象施設数
-235.6 -122.5 -139.6 平均病床数

100.0%1,468,847 100.0%1,347,030 100.0%2,815,781 医業収益
82.4%1,211,013 76.2%1,026,948 66.4%1,869,376 うち入院診療収益
12.6%185,799 13.4%180,895 25.7%725,389 うち外来診療収益

100.2%1,471,221 98.6%1,327,610 101.7%2,862,583 医業費用
10.1%149,034 11.0%148,217 20.7%582,453 うち材料費
5.2%75,191 4.6%62,710 9.3%257,424 うち医薬品費
1.2%17,288 3.9%53,093 9.2%255,649 うち診療材料費、医療消耗品器具備品費
2.8%40,834 1.7%23,432 0.8%23,606 うち給食用材料費

64.7%950,421 62.2%838,720 56.3%1,584,599 うち給与費
6.5%95,706 6.2%84,067 6.4%181,117 うち委託費
3.1%44,782 1.9%25,512 1.3%36,102 うち給食委託費
7.9%115,803 8.6%115,982 9.5%266,765 うち設備関係費
4.0%58,249 3.9%53,113 4.7%127,409 うち減価償却費
0.1%2,109 0.1%1,965 0.2%5,569 うち研究研修費

10.4%153,110 9.5%128,570 8.0%224,769 うち経費
2.8%40,166 2.2%29,094 1.8%50,412 うち水道光熱費

△0.2%△2,374 1.4%19,420 △1.7%△46,803 医業利益
4.0%58,597 2.7%37,040 2.7%75,180 医業外収益
1.1%16,240 0.8%10,115 1.0%28,155 医業外費用
2.7%39,983 3.4%46,345 0.0%222 経常利益

医療法人経営情報データベースシステム（MCDB）
｜2023年度病院類型別の経営状況｜収支構造の比較

11

• 対医業収益比で、いずれの病院類型でも材料費と給与費で70%超を占めている。この点、一般病院は療養型病院・
精神科病院と比較して相対的に材料費率が高く、給与費率が低い。

※内数として記載している勘定科目の「1施設当たり平均」は、当該科目の回答があった施設における1施設当たり平均を示しており、「対医業収益比」
についても、該当科目の回答があった施設での医業収益に対する比率を示している。

中医協 総－５
７ ． ８ ． ２ ７



医療法人経営情報データベースシステム（MCDB）
｜2023年度の医科診療所の経営状況｜収支構造の比較

12

• 対医業収益比で見ると、医科診療所全体、入院収益ありの医科診療所、入院収益なしの医科診療所いずれも給与費が約50％である。
• 材料費については医科診療所全体、入院収益なしの医科診療所が約15％であるのと比較して、入院収益ありの医科診療所はやや割合が

高く約19％である。

※内数として記載している勘定科目の「1施設当たり平均」は、当該科目の回答があった施設における1施設当たり平均を示しており、「対医業収益比」についても、該
当科目の回答があった施設での医業収益に対する比率を示している。

入院収益あり入院収益なし医科診療所全体金額単位:千円
対医業収益比1施設当たり対医業収益比1施設当たり対医業収益比1施設当たり

1,15715,44916,606施設数
100.0%427,307100.0%181,580100.0%198,701医業収益
31.1%132,8120.0%04.7%9,259うち入院診療収益
59.2%252,90889.6%162,67985.0%168,966うち外来診療収益
98.0%418,88092.2%167,41393.1%184,933医業費用
18.5%79,05114.5%26,39715.1%30,065うち材料費
10.2%43,5579.6%17,2039.7%19,076うち医薬品費
5.5%23,5733.3%5,9573.7%7,214うち診療材料費、医療消耗器具備品費
1.0%4,1210.1%2000.2%472うち給食用材料費

51.0%217,94749.0%88,87049.3%97,866うち給与費
5.1%21,6403.9%7,0574.1%8,074うち委託費
1.2%4,9940.1%1690.3%493うち給食委託費
4.1%17,5573.7%6,7513.8%7,504うち減価償却費
1.4%5,8861.2%2,2651.3%2,518うち器機賃借料
1.8%7,5681.1%1,9321.2%2,326うち水道光熱費
2.0%8,4267.8%14,1676.9%13,767医業利益
2.7%11,3702.2%3,9062.2%4,426医業外収益
0.7%3,1490.5%9030.5%1,059医業外費用
3.9%16,6489.5%17,1708.6%17,134経常利益

中医協 総－５
７ ． ８ ． ２ ７



医療法人経営情報データベースシステム（MCDB）
｜2023年度の歯科診療所の経営状況｜地域分類別の収支構造の比較

13

• 対医業収益比で見ると、いずれの地域分類においても給与費と材料費で約60％の割合となっている。

※内数として記載している勘定科目の「1施設当たり平均」は、当該科目の回答があった施設における1施設当たり平均を示しており、「対医業収益
比」についても、該当科目の回答があった施設での医業収益に対する比率を示している。

人口少数地域型の地域の歯科診療所地方都市型の地域の歯科診療所大都市型の地域の歯科診療所金額単位:千円
対医業収益比1施設当たり対医業収益比1施設当たり対医業収益比1施設当たり

4462,2432,445施設数
100.0%100,425100.0%121,909100.0%136,359医業収益

0.0%00.0%280.0%0うち入院診療収益
96.7%97,15595.4%116,33895.8%130,642うち外来診療収益
97.2%97,61596.0%117,09395.7%130,435医業費用
10.0%10,00210.4%12,62611.0%15,022うち材料費
1.7%1,6481.6%1,8681.4%1,903うち医薬品費
6.8%6,7287.0%8,3617.5%10,092うち診療材料費、医療消耗器具備品費
0.0%00.0%430.0%15うち給食用材料費

51.3%51,51649.8%60,68048.8%66,489うち給与費
6.4%6,4395.9%7,1775.1%6,915うち委託費
0.0%00.0%160.0%38うち給食委託費
5.2%5,2445.1%6,2204.5%6,198うち減価償却費
0.8%7900.8%9500.6%837うち器機賃借料
1.1%1,0981.0%1,1320.8%1,043うち水道光熱費
2.8%2,8104.0%4,8164.3%5,924医業利益
3.3%3,3542.6%3,2162.3%3,090医業外収益
0.5%4640.6%6880.6%785医業外費用
5.7%5,7006.0%7,3446.0%8,229経常利益

中医協 総－５

７．８．２７



参考｜保険薬局（法人）の損益構造

14

• 総収益（収益と介護収益の合計）に対して、約7割を医薬品等費が占めており、それに次いで、給与費・その他の
経費がそれぞれ1割強を占めている。

増減率
構成比率金額金額単位:千円

2022年度2021年度2022年度2021年度構成比率、増減率:%
+2.4 99.7 99.7 285,315 278,727 収益
+9.8 0.3 0.3 911 830 介護収益
+2.8 94.6 94.3 270,900 263,500 費用
+2.6 13.2 13.2 37,702 36,763 給与費
+2.7 69.3 69.0 198,219 192,928 医薬品等費
+0.3 57.7 58.9 165,138 164,632 うち、調剤用医薬品費
+9.5 0.8 0.7 2,203 2,012 うち、一般用医薬品費
△5.0 0.3 0.3 743 782 委託費
△4.6 0.2 0.2 476 499 うち、人材委託費
△3.1 0.0 0.0 93 96 うち、紹介手数料
△3.7 0.9 0.9 2,506 2,602 減価償却費
+0.2 0.2 0.2 557 556 うち、建物減価償却費
△5.8 0.3 0.3 894 949 うち、調剤用機器減価償却費
+4.3 11.1 10.9 31,730 30,425 その他の経費
△2.6 0.1 0.1 406 417 うち、設備機器賃借料
△5.2 0.1 0.1 257 271 うち、調剤用機器賃借料

+24.4 0.3 0.2 810 651 うち、水道光熱費
△4.6 5.4 5.7 15,325 16,057 損益差額

出典:厚生労働省「第24回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」
対象施設数は、1,115施設
収益及び損益差額は、新型コロナウイルス感染症関連の補助金を除いており、構成比率は、収益と介護収益を合
算した金額に対する各科目の割合である

保険薬局（法人）の損益構造

薬局調剤行為の約7割が薬剤料であり、保険薬局
の損益構造においても、医薬品等費が収益合計
の約7割を占めている。また、給与費・その他の
経費が医薬品等費に次いで高く、それぞれ1割強
を占めている。

出典:厚生労働省「令和6（2024）年社会医療診療
行為別統計の概況」

中医協 総－５
７ ． ８ ． ２ ７



これまでの経緯について

1

診調組 税－１参考１

７ ． １ ０ ． ８



2

１．総論

２．３％引上げ時、５％引上げ時の対応について

３．８％引上げ時の対応について

４．８％引上げに係る検証について

５．10%引上げ時の対応について



非課税となる取引とは

消費税の性格から、課税対象になじまないものや社会政策的な配慮から課税することが適
当ではない取引。以下の１３項目の取引については「非課税取引」とされている。

○

① 土地の譲渡及び貸付け

② 有価証券、有価証券に類するもの及び支払手段の譲渡

③ 利子を対価とする貸付金その他の特定の資産の貸付け等

④ 郵便切手類、印紙及び証紙の譲渡、物品切手等の譲渡

⑤ 国、地方公共団体等が、法令に基づき徴収する手数料等に係る役務の提供等

⑥ 公的な医療保障制度に係る療養、医療、施設療養又はこれらに類する資産の譲渡等

⑦ 介護保険法の規定に基づく、居宅・施設・地域密着型介護サービス費の支給に係る居宅・施
設・地域密着型サービス等
⑧ 医師、助産師その他医療に関する施設の開設者による、助産に係る資産の譲渡等

⑨ 墓地、埋葬等に関する法律に規定する埋葬・火葬に係る埋葬料・火葬料を対価とする役務の
提供

⑩ 身体障害者の使用に供するための特殊な性状、構造又は機能を有する物品の譲渡、貸付け等

⑪ 学校、専修学校、各種学校等の授業料、入学金、施設設備費等

⑫ 教科用図書の譲渡

⑬ 住宅の貸付け

【課税対象になじまないもの】

【社会政策的な配慮から課税することが適当ではないもの】

診 調 組 税 － ３

２ ４ ． ６ ． ２ ０

3



消費税の基本的な仕組み

製造業者

取引

売り上げ（税抜） 1000
消費税①

売り上げ（税抜） 3000
消費税② 300

仕入れに係る消費税① 100
仕入れ（税抜） 1000

納付税額 Ａ

１００①

納付税額 Ｂ

２００

支払総額 3300

税務署への
申告・納付

納税義務者

課税取引 課税取引

小売店 消費者

納税義務者

100

②－①

（イメージ）

税務署への
申告・納付

仕入税額
控除

消費税
消費者が負担した消費税

３００ （＝納付税額Ａ＋Ｂ）

税率１０％の場合

○ 納税義務者は、製造業者や小売店

○ 最終的な負担者は、消費者 4

診調組 税－参考１

３ ． ８ ． ４



税率１０％の場合

（診療報酬点数に仕入れに係る消費税分
（100）を上乗せ）

社会保険診療における消費税の取扱い（現状・非課税）

医療機関等

取引

売り上げ（税抜）

消費税②

診療報酬による売り上げ

1000

納付税額

１０

税務署への
申告・納付

納税義務者

仕入れ（税抜）

仕入れに係る消費税② 100
社会保険診療は非課税のため、
当該仕入分に係る仕入税額控除
を行えない

納税はしない

非課税取引である社会保険診療において
は、当該仕入分に係る仕入税額控除を行
えないため、仕入に係る税負担（本図で
は100）は診療報酬で手当てされている。

卸は納税義務者となるが、
医療機関等は納税義務者とはならない。

○

○

消費税非課税

②－①

支払総額

社会保険診療

3100 （ ）

× 患者の自己
負担割合

支払総額

１－ 患者の自己
負担割合

診療報酬
対応分含む

×

診療報酬
対応分含む

仕入れ（税抜）

仕入れに係る消費税①

1000

900

100

90

3100

非課税取引課税取引課税取引

患者 保険者等卸

（イメージ）

（3100 （ ）

仕入税額
控除

消費税

5

診調組 税－参考１

３．８．４（改）
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１．総論

２．３％引上げ時、５％引上げ時の対応について

３．８％引上げ時の対応について

４．８％引上げに係る検証について

５．10%引上げ時の対応について



平成元年、９年時の消費税対応分の計算方法

○平成９年４月診療報酬改定時（消費税５％への引上げ時）の計算方法

① 薬価基準分 20.9%（薬剤費の割合） × 2/103  =  0.40%

② 特定保険医療材料分 2.4%（特定保険医療材料の割合） × 2/103  =  0.05%

③ 診療報酬本体分 ｛ 100%－46.8%（人件費の割合）－20.9%（薬剤費の割合）－2.4%（特定保険医療材料の割合）

－8.4%（非課税品目の割合） ｝ ×1.5/100（消費者物価への影響） =  0.32%

全体改定率 ①＋②＋③＝0.77%

○平成元年４月診療報酬改定時（消費税導入時）の計算方法

① 薬価基準分 3.0% × 0.9 （注）× 0.9（在庫一ヶ月分調整率） =  2.4% （医療費ベース0.65%）

② 診療報酬本体分

｛ 100%－51.6%（人件費の割合）－20.4%（薬剤費の割合）－3.7%（価格低下品目の割合）－10.3%（非課税品目の割合）

－4.0%（主要でない項目の割合） ｝ × 1.2/100（消費者物価への影響）×10/11（在庫１ヶ月分調整率） =  0.11%

全体改定率 ①＋②＝0.76% （注）消費税導入時の薬価算定方式は、薬の流通価格の加重平均値よりも、最低でも１０％程度上
乗せされた価格が薬価として設定されていたため、過剰転嫁とならないよう、「０．９」を乗じている。

7

『診調組税-1 30.3.30』
から抜粋したもの
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１．総論

２．３％引上げ時、５％引上げ時の対応について

３．８％引上げ時の対応について

４．８％引上げに係る検証について

５．10%引上げ時の対応について



○「社会保障・税一体改革大綱について」（平成24年2月17日閣議決定）（抄）
（２）消費税率の引上げを踏まえ検討すべき事項

今回の改正に当たっては、社会保険診療は、諸外国においても非課税であることや課税化した場合の患者の自己負担の問題等を
踏まえ、非課税の取扱とする。その際、医療機関等の行う高額の投資に係る消費税負担に関し、新たに一定の基準に該当するもの
に対し区分して手当てを行うことを検討する。これにより、医療機関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬など医療保険制
度において手当することとする。また、医療機関等の消費税負担について、厚生労働省において定期的に検証する場を設けることとす
る。なお、医療に係る消費税の課税のあり方については、引き続き検討をする。

第７条第一号へ
医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担に関し、新たに一定の基準に該当するものに対し区分して措置を講ずること

を検討し、医療機関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬等の医療保険制度において手当をすることとし、医療機関等の
消費税の負担について、厚生労働省において定期的に検証を行う場を設けることとするとともに、医療に係る消費税の課税の在り方
については、引き続き検討する。

○ 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の
一部を改正する等の法律案（平成24年3月30日閣議決定）（抄）

平成24年４月11日開催の中医協総会において、
・新たな分科会を設置すること
・その分科会において“消費税課税の状況把握のための調査”を行うこと
等を決定

経緯①

9

診 調 組 税 － １

３ ０ ． ３ ． ３ ０



第７条第一号ト
医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担に関し、新たに一定の基準に該当するものに対し区分して措置

を講ずることを検討し、医療機関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬等の医療保険制度において手当をする
こととし、医療機関等の消費税の負担について、厚生労働省において定期的に検証を行う場を設けることとするとともに、
医療に係る消費税の課税の在り方については、引き続き検討する。

第７条第一号ロ

低所得者に配慮する観点から、複数税率の導入について、財源の問題、対象範囲の限定、中小事業者の事務負担等
を含め様々な角度から総合的に検討する。

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための
消費税法の一部を改正する等の法律 (平成24年法律第68号) 

社会保障・税一体改革に関する三党実務者間会合合意文書
(平成24年6月15日 民主党・自由民主党・公明党)

税関係協議結果
政府提出の税制抜本改革２法案については、以下のとおり修正・合意した上で、今国会中の成立を図ることとする。

○第７条（消費税率引上げに当たっての検討課題等）について
・ 医療については、第７条第１号ヘ（※）に示した方針に沿って見直しを行うこととし、消費税率（国・地方）の８％への引
上げ時までに、高額の投資に係る消費税負担について、医療保険制度において他の診療行為と区分して適切な手当を
行う具体的な手法について検討し結論を得る。また、医療に関する税制上の配慮等についても幅広く検討を行う。

※ ３党合意による衆議院における法案修正により、①医療機関等の消費税負担に関する規定の条文番号が「第
７条第一号へ」から「第７条第一号ト」にずれ、②第７条第一号ロとして複数税率導入に関する検討規定が追
加された。

経緯② 診 調 組 税 － ２ － １

２ ４ ． ８ ． ２ ７
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「医療機関等における消費税負担に関する分科会」
における議論の中間整理(平成25年９月25日)の概要

１．診療報酬とは別建ての高額投資対応について

○ 医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担については、平成26 年４月の消費税率８％への引上げ時に、診療
報酬とは別建ての高額投資対応を行うことについて検討を行った。

○ 診療側委員からは、
・ 診療報酬による対応は補填部分が不明確となり限界があるため、消費税率10％への引上げ時には税制上の抜本的な
対応が必要であり、８％への引上げ時点においては、複雑な対応をすべきではない、

・ 高額投資対応の財源を診療報酬改定の財源に求めるのであれば、高額投資を行った医療機関に対して、高額な投資を
行っていない医療機関が負担することになるため、別の意味の不公平感が生じる、

という意見など、診療報酬とは別建ての高額投資対応を行うことに対する反対意見が多数述べられた。

○ 支払側委員からも、
・ 医療機関が独自の経営判断で行う設備投資に対して、患者や保険者が事後的に補填することは理屈に合わず、加入者
や事業者の理解を得るのが困難、

・ 今回の引上げ分のみ対応することとすると、不公平感が完全には解消しないのに、システム改修等に膨大なコストがかかる
ため、効果がコストに見合わない、などの意見が述べられた。

○ また、「医療機関等の設備投資に関する調査」の結果等によれば、医療機関等の投資実績に応じた償還に必要な財源規
模を正確に見込むことは困難と考えられる。

○ 以上のとおり、診療側委員、支払側委員の意見が一致したことから、消費税率の８％引上げ時には、診療報酬とは別建て
の高額投資対応は実施せず、診療報酬改定（調剤報酬改定を含む。以下同じ。）により対応することとする。

11
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(1)本体報酬

①上乗せの対象項目について

○ 報酬上乗せを行う報酬項目等については、透明性・公平性の観点から、基本診療料・調剤基
本料への上乗せで対応すべきとの意見に加え、高額な投資に一定の配慮をする観点から、基本診
療料・調剤基本料への上乗せに「個別項目」への上乗せも組み合わせるべきとの意見もあった。以
上より、医療経済実態調査の結果等を踏まえ、基本診療料・調剤基本料への上乗せによる対応
を中心としつつ、「個別項目」への上乗せを組み合わせる形で対応することを基本とする。

○ また、基本診療料・調剤基本料へ上乗せする場合の上乗せ方法については、基本的に以下のと
おりとする。

①医科診療報酬では、
ア 診療所については、初・再診料及び有床診療所入院基本料に上乗せする。
イ 病院については、診療所と初・再診料の点数を変えないようにするため、診療所に乗せた点数
と同じ点数を初・再診料（外来診療料を含む。）に上乗せし、余った財源を入院料等に上乗
せする。

②歯科診療報酬では、初・再診料に上乗せする。
③調剤報酬は、調剤基本料に上乗せする。

「医療機関等における消費税負担に関する分科会」
における議論の中間整理(平成25年９月25日)の概要

12
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〔公益裁定〕
「消費税率８％への引上げに伴う対応」について（抜粋）

本体報酬「消費税率８％への引上げに伴う対応」について、公益委員の考えは以下のとおりである。

１．略

２．しかしながら、今回の医療経済実態調査の結果等から、高額な投資への配慮の観点で、どの
「個別項目」にどの程度上乗せすればよいかということを判断することは、データの制約上、困難であ
る。

また、高額な投資が行われた時点が、消費税引上げの前か後かによって、投資に係る消費税
負担と診療報酬による補てんとの間に不整合が生じるという問題もある。

３．このような中で、仮に特定の「個別項目」を選定し、積極的に点数を上乗せした場合、医療機
関の間に新たな不公平感を惹起するだけでなく、患者の理解を得られないおそれもあり、全ての人
から納得を得られるような「個別項目」への上乗せは現実的に不可能である。

４．診療報酬で対応する以上、「個別項目」に上乗せしない場合であっても、一定の不公平感が生
じることはもとより避けられないが、今回のように限られたデータの中で対応を行わざるを得ないとすれ
ば、可能な限り分かりやすい形で上乗せすることを重視すべきであり、基本診療料・調剤基本料に
点数を上乗せすることを中心に対応し、「個別項目」については、基本診療料・調剤基本料との
関係上、上乗せしなければ不合理になると思われる項目等に補完的に上乗せすることが、現時
点で取り得る最善の策であると考える。具体的には、別添のとおりの改定とする。

平成26年2月5日中医協総会資料より抜粋
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消費税率８％引上げ時の対応（平成26年度改定）

○ 平成26年４月の消費税引上げでは、医療機関等の実態調査に
基づき、消費税対応分として、必要額（診療報酬改定全体＋
1.36%）を確保。

◆診療報酬本体(＋0.63%)

・・・多くの医療機関等に手当される等の観点から、初再診料、
入院基本料等の基本的な点数に上乗せ

◆薬価･特定保険医療材料価格(＋0.73%)

・・・市場実勢価格に消費税3%分を上乗せ

非課税仕入れ
（人件費等）

課税仕入れ
（医薬品・医療材料）

課税仕入れ
（委託費等）

５
％

５
％

３
％

３
％

新たに医療機関等に
発生する消費税負担

診療報酬で補てん
（改定率1.36％相当）

全ての仕入れ価格が３％引き上げら
れるわけでない（非課税仕入れが存
在）ので、改定率は1.36％相当

医療機関等の仕入れの構造

２６年度の改定率（消費税対応）

薬・材料 ０．７３％
（約3,000億円）

本体 ０．６３％
（約2,600億円）

合計 １．３６％
（約5,600億円）

歯科

（約200億円）

調剤

（約100億円）

医科

（約2,200億円）

病院

（約1,600億円）

診療所

（約600億円）

本体報酬の財源配分

診 調 組 税 － １

２ ７ ． ８ ． ７
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（２） 改定率の計算式

①診療報酬本体 （17.39％（その他課税費用）＋4.59％（減価償却費））×3/105 ＝ 0.63％

②薬価改定 22.55％（医薬品費）×3/105 ＝ 0.64％

③材料価格改定 3.19％（特定保険医療材料費）×3/105 ＝ 0.09％

（１） 改定率

全体改定率 ＋１．３６％ （約５６００億円）

診療報酬改定（本体） ＋０．６３％ （約２６００億円）
各科改定率 医科 ＋０．７１％ （約２２００億円）

歯科 ＋０．８７％ （約 ２００億円）
調剤 ＋０．１８％ （約 １００億円）

※３科の改定率は、薬剤費、特定保険医療材料費を除いた課税経費率（減価償却分を含む）に応じたものとなっている。

薬価改定等 ＋０．７３％ （約３０００億円）
薬価改定 ＋０．６４％ （約２６００億円）
材料価格改定 ＋０．０９％ （約 ４００億円）

医科、歯科、調剤間での財源配分についての「議論の中間整理」での記述
②消費税引上げに伴う改定財源の配分の考え方について
○ 消費税引上げに伴う本体報酬に係る改定財源の配分については、以下の算式で得られる数値により財源を按分することを基本とする。
①医科、歯科、調剤間での財源配分
〈医科、歯科、調剤ごとの医療費シェア〉×〈医科、歯科、調剤ごとの課税経費率〉

１．平成26年度診療報酬改定率（消費税引上げ対応分）を踏まえた財源配分について

『診調組税-1-1 26.1.8』
から抜粋したもの

診 調 組 税 － １

２ ７ ． ８ ． ７
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16

１．総論

２．３％引上げ時、５％引上げ時の対応について

３．８％引上げ時の対応について

４．８％引上げに係る検証について

５．10%引上げ時の対応について



平成28年度 補てん状況把握結果① 【全体】

保険薬局歯科診療所一般診療所病院

263千円374千円818千円17,860千円報酬上乗せ分
（A）

297千円406千円736千円21,005千円３％相当負担額
（B）

▲35千円▲31千円82千円▲3,145千円補てん差額
（A－B）

88.3％92.3％111.2％85.0％補てん率
（A/B）

165,676千円52,879千円132,220千円2,964,340千円医業・介護収益
（C）

▲0.02％▲0.06％0.06 ％▲0.11％医業・介護収益に対する補てん差額の
割合((A－B)/C)

（900）（448）（1,252）（994）集計施設数

（１施設・１年間当たり）

17

※ 上記はサンプル調査の結果であり、これによって全体の姿を正確に表すことは困難であるが、仮に病院、一般診療所、歯科診療所、保険
薬局の補てん率（医療経済実態調査による消費税支出に対するＮＤＢデータによる補てん点数の比率）から全体の補てん率を推計すると、
約９２．５％（医業・介護収益に対する補てん差額の割合▲０．０５％）となる。

診 調 組 税 － １

３ ０ ． ７ ． ２ ５



○ 平成26年度改定の際の財源配分の考え方は、以下のように整理されている。

○ また、各カテゴリの補てん項目ごとに、以下の考え方で点数を設定しており、補てん状況調査も同様の考え方で行っ
ている。

【 支出面 】 【 収入面 】

○ したがって、補てん率にバラツキが生じる主な要因としては、以下が考えられる。
① 医療費シェアの変化
② 課税経費率の変化
③ 補てん点数項目の１年分の算定回数の見込みが実際と異なること

○ 以上を踏まえて、平成26年度改定当時とその後における課税経費率、医療費シェアおよび算定回数について検
証を行った。

補てん状況結果に対する要因分析について

医療経済実態調査による
課税経費率から

補てん必要額を算出

消費税分の
補てん点数

補てん点数項目の
１年分の算定回数

平成25年9月25日 中医協総会
「医療機関等における消費税負担に関する分科会」における議論の中間整理 （抄）
②消費税引上げに伴う改定財源の配分の考え方について
○ 消費税引上げに伴う本体報酬に係る改定財源の配分については、以下の算式で得られる数値により財源を按分することを基本
とする。
①医科、歯科、調剤間での財源配分 〈医科、歯科、調剤ごとの医療費シェア〉×〈医科、歯科、調剤ごとの課税経費率〉
②病院、診療所間での財源配分 〈病院、診療所ごとの医療費シェア〉×〈病院、診療所ごとの課税経費率〉
③入院料間での財源配分 〈各入院料ごとの医療費シェア〉×〈各入院料ごとの課税経費率〉
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【医科・歯科・調剤の財源配分】
○ 各科の課税経費率・医療費シェアをもとにした財源配分に比率に対し、平成24年度以降、各科ごとの振れ幅は大きくないものと
考えられる。ただし、各科ごとの財源規模の大きさが異なり、財源規模が大きくない歯科、調剤は、医療費シェアや課税経費率の変
動がわずかでも、医科に比べて補てん状況への影響が大きくなる。

○ 歯科については補てん項目の算定回数の見込みと実績の乖離が、調剤については課税経費率と医療費シェアの上昇が、それぞれ
補てん状況に影響を及ぼしていると考えられる。

【病院・一般診療所の財源配分】
○ 平成24年度以降、病診間の医療費シェアの差が若干拡大している。課税経費率の変動についても、病院の課税経費率の割合
が若干上昇している。このため、実際の消費税負担に係る病・診間の比重が、相対的に、病院では重く、診療所では軽くなっていると
考えられる。つまり、病診間の医療費シェアの差の拡大と、病院の課税経費率の上昇が、病・診間の補てん状況に影響を及ぼしてい
ると考えられる。

【初再診料・入院料の財源配分・配点】
〈初再診料について〉
○ 初診料、再診料のいずれも見込みと実績に差が生じており、初診料について、診療所では増加傾向、病院では減少傾向にあるこ
とや、初再診料・外来診療料について総じて病院の占める割合が減少傾向にあることが分かり、補てん状況に影響を及ぼしていると考
えられる。

〈入院料について〉
○ 入院料ごとの課税経費率は、平成24年度（平成26改定当時）と平成28年度を比較して、概ね上昇傾向ではあるが、変動幅
もそれぞれ異なり、補てん状況に影響を及ぼしていると考えられる。

〈算定回数について〉
○ 補てん点数項目の算定回数については、全体的に見込みと実績に差が生じていることが分かった。これが全体の補てん不足にも影
響を及ぼしていると考えられる。算定回数見込みの推計の際には、平成24年度の社会医療診療行為別調査の単月の算定回数に、
一定の係数を乗じて、年間の算定回数へ引き伸ばしをしているが、単月と年間の乖離を精緻に処理できていなかった。また、項目ごと
に算定回数に影響を与える要因（患者数、病床稼働率等）を反映することは難しかった。

〈その他留意すべき点について〉
○ 課税経費率や算定回数の変動だけでは、補てん率の説明が難しいものもあり（療養病棟入院基本料算定病院等）、入院料
等ごとの配点に当たり、これら以外に考慮すべき要素があるとは考えられないか。

補てん状況結果の要因分析（まとめ）

19

診 調 組 税 － １

３ ０ ． ９ ． １ ９



◆ シミュレーション方法
○ 以下に掲げる配点方法等の見直しを行った場合、補てん率のバラツキ等がどの程度改善するかについ

てシミュレーションを行った。

＜見直し内容＞
① 算定回数

補てん点数の設定に当たって、直近の通年実績のNDBデータを使用して、より適切な配点を行う。
② 課税経費率

一般病棟入院基本料・療養病棟入院基本料について、療養病床の割合で病院を分類して課税経
費率をみる、精神病棟入院基本料について、精神科病院の課税経費率をみることとする。(各入院基
本料の課税経費率の平均(※看護配置基準別の細分化は行っていない

③ 入院料の配点（入院料シェア）
入院料で補てんするに当たって、課税経費率のみを考慮して補てん点数を決定するのではなく、病院

種別や入院料別ごとの入院料シェアも考慮して、補てん点数を決定する。

④ 初・再診料と入院料の配分
診療所に配分される財源について、ほぼ全額を初・再診料に充てるのではなく、まず無床診療所（補

てん項目は初・再診料のみ）の補てんを考慮して、初・再診料に配分を行うこととし、病院における初・
再診料と入院料の比率を変え 、入院料の割合を高める。

20
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◆ 留意点
○ 2019年改定に当たっては、直近のデータ（ＮＤＢ通年データ等）と2019年度予算に基づいて補てん点数を計算

する必要があるが、これらのデータは現時点で把握できず、将来の補てん予測の全体像をシミュレーションすることは不
可能。よって、今回の見直しに基づく配点をしていた場合、消費税負担３％分の補てんがどのようになっていたかを、
2016年度の実績数値に基づき、過去にさかのぼってシミュレーションすることとする。

○ 仮に過去、今回の見直しに基づく配点をしていた場合、本来は課税経費率や算定回数が変化していた可能性があ
るが、今回は便宜的に、2016年度の課税経費率や算定回数がそのままであったとして、同年度の補てん率がどうなっ
ていたかを機械的に算出したものであり、精度に限界がある推計だという点に留意が必要。

○ 現時点で対応可能なシミュレーションとして、①医療機関種別（病院・診療所・歯科診療所・保険薬局）、②病
院のうち、入院基本料と特定入院料の構造の類型化が比較的容易な精神科病院と特定機能病院を対象として実
施する。

○ 2016年度補てん状況調査の対象医療機関について、当該調査と同様の手法でシミュレーションを実施したもの。こ
のため、留意点や補てん状況の把握方法等についても、基本的に当該調査と同様。

○ 使用するデータは、基本的に2016年度補てん状況調査と同様（補てん点数は前頁の見直し内容に基づき計
算）。
課税経費率:第21回医療経済実態調査（医療機関等調査）に回答した医療機関を対象として、各医療機関の2016年度の

課税経費データ（消費税5～8％の3％部分）を使用。
算定回数:上記の医療機関の、レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）から、2016年４月から2017年３月まで

の対象施設における消費税上乗項目の算定回数を抽出。
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◆ シミュレーション結果
○ ①医療機関種別（病院・診療所・歯科診療所・保険薬局）、②病院のうち特に補てん超過・不足

が大きかった種別（精神科病院・特定機能病院）のどちらについても、補てんのバラツキは相当程度是
正されると見込まれる。

（１施設・１年間当たり）
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保険薬局歯科診療所一般診療所病院

263千円374千円818千円17,860千円報酬上乗せ分
（A）

297千円406千円736千円21,005千円
３％相当
負担額
（B）

▲35千円▲31千円82千円▲3,145千円補てん差額
（A－B）

88.3％92.3％111.2％85.0％補てん率
（A/B）

165,676千円52,879千円132,220千円2,964,340
千円

医業・介護
収益
（C）

▲0.02％▲0.06％0.06 ％▲0.11％医業・介護収益に対する補
てん差額の割合((A－B)/C)

（900）（448）（1,252）（994）集計施設数

保険薬局歯科診療所一般診療所病院

290千円400千円735千円21,135千円報酬上乗せ分
（A）

297千円406千円736千円21,005千円
３％相当
負担額
（B）

▲7千円▲6千円▲1千円129千円補てん差額
（A－B）

97.7％98.7％99.8％100.6％補てん率
（A/B）

165,703千円52,905千円132,137千円2,967,615
千円

医業・介護
収益
（C）※

▲0.00％▲0.01％▲0.00％0.00％医業・介護収益に対する補
てん差額の割合((A－B)/C)

（900）（448）（1,252）（994）集計施設数

＜2016年度補てん状況調査の結果＞ ＜今回のシミュレーションの結果＞

① 病院・一般診療所・歯科診療所・保険薬局の補てん状況

※ 医業・介護収益（C）は、配点の見直しに伴い、シミュレーション前後で変動。シミュレーション後とシミュ
レーション前の報酬上乗せ分（A）の差額をシミュレーション前の医業・介護収益に足すことで、シミュレー
ション後の医業・介護収益を算出。

診 調 組 税 － １

３０．１１．２１
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＜2016年度補てん状況調査の結果＞ ＜今回のシミュレーションの結果＞

特定機能病院精神科病院

148,716千円12,667千円報酬上乗せ分
（A）

241,114千円9,820千円３％相当負担額
（B）

▲92,398千円2,847千円補てん差額
（A－B）

61.7％129.0％補てん率
（A/B）

28,686,225千円1,473,927千円医業・介護収益
（C）

▲0.32 ％0.19 ％
医業・介護収益に対する

補てん差額の割合
((A－B)/C)

68121集計施設数

839237平均病床数

特定機能病院精神科病院

247,094千円9,891千円報酬上乗せ分
（A）

241,114千円9,820千円３％相当負担額
（B）

5,980千円71千円補てん差額
（A－B）

102.5％100.7％補てん率
（A/B）

28,784,603千円1,471,151千円医業・介護収益
（C）※

0.02 ％0.00 ％
医業・介護収益に対する

補てん差額の割合
((A－B)/C)

68121集計施設数

839237平均病床数

② 精神科病院・特定機能病院の補てん状況

※ 医業・介護収益（C）は、配点の見直しに伴い、シミュレーション前後で変動。シミュレーション後とシミュ
レーション前の報酬上乗せ分（A）の差額をシミュレーション前の医業・介護収益に足すことで、シミュレー
ション後の医業・介護収益を算出。

（１施設・１年間当たり）

診 調 組 税 － １

３０．１１．２１



24

１．総論

２．３％引上げ時、５％引上げ時の対応について

３．８％引上げ時の対応について

４．８％引上げに係る検証について

５．10%引上げ時の対応について



消費税引上げに伴う診療報酬における対応

○ 2019年10月に予定されている消費税率10％への引上げに向けて、診療報
酬制度における対応に関する検討を行ってきた。

○ 2019年度改定に当たっては、消費税率が５％から８％に引き上がった部分
も含めた、消費税率５％から10％の部分について、補てん状況が是正される
配点とする方針。

○ 補てん点数項目に係る算定回数について、直近のＮＤＢデータの通年の実
績データを用いることで、可能な限り実態を踏まえた形で補てん点数の計算
を行う。

○ 消費税率10％への引上げ後の補てん状況については、必要なデータが揃い
次第速やかに、かつ継続的に検証。

①医科 基本診療料に点数を上乗せすることを中心に対応。入院料について、
病院種別や入院料別ごとの入院料シェアも考慮して、消費税負担に見合う補
てん点数を決定。

②歯科 2014年改定時の考え方を踏襲し、原則として初・再診料に配分。
③調剤 2014年改定時の考え方を踏襲し、原則として初・再診料に配分。

中 医 協 総 － ４ － ２
３ ０ ． １ ２ ． ５ （ 改 ）
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【１】 改定率（消費税率８－10％の２％分）

全体改定率 ＋0.88％（約4,100億円）

診療報酬本体改定率 ＋0.41％（約1,900億円）
各科改定率 医科 ＋0.48％（約1,600億円）(※１)

歯科 ＋0.57％（ 約200億円）
調剤 ＋0.12％（ 約100億円）

薬価・材料価格改定率 ＋0.47％（約2,200億円）(※２)

薬価 ＋0.42％（約1,900億円）
材料価格 ＋0.06％（ 約300億円）

（※１）医科改定財源は、訪問看護の改定財源（約６億円）を含む。
（※２）四捨五入の関係で、改定率の内訳と合計が一致していない。

【２】 改定率の計算式（消費税率８－10％の２％分）

＜報酬本体＞
｛ 22.74% (課税経費率) － 0.55％ (給食材料費分)(※)｝× 2/108 ＝ 0.41％

＜薬価＞
22.52％ (医薬品費分) × 2/108 ＝ 0.42%

＜材料価格＞
3.03％ (特定保険医療材料費分) × 2/108 ＝ 0.06％

(※) 食料品が軽減税率の対象（消費税率８％のまま）となるため、課税経費率から給食材料費分を除く。 26

改定率・改定財源額等

（課税経費率は2016年度の実績）

（財源額の表示は満年度分）

診調組 税－１－１

３ １ ． ０ １ ． ０ ９
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改定率・改定財源額等

【３】 消費税率５－８％の３％分の見直しを含めた今回の改定財源額（本体のみ）

診療報酬本体改定財源額 約4,700億円
医科 約4,000億円
歯科 約400億円
調剤 約300億円

【４】 報酬本体における医科の病院・診療所間の財源配分
○ 病院・診療所間の財源配分は、「議論の整理」に基づき、

＜病院・診療所それぞれの医療費シェア＞ × ＜病院・診療所それぞれの課税経費率＞
の比に応じて行う。ただし、食料品が軽減税率の対象であるため、課税経費率のうち給食材料費につ
いて、消費税率５‐８％部分の計算には含めるが、消費税率８‐10％の部分の計算からは除く。

消費税率 病院 診療所
【配分比】 ５‐８％ 52.8％×27.8％ : 20.7％×22.2％ ≒ 76.1:23.9

８‐10％ 52.8％×26.9％ : 20.7％×21.8％ ≒ 75.8:24.2

【財源額】 ５‐８％ 約1,800億円 約600億円
８‐10％ 約1,200億円 約400億円
合計 約3,000億円 約1,000億円

（医療費シェア、課税経費率は2016年度の実績）

（財源額の表示は満年度分）

診調組 税－１－１

３ １ ． ０ １ ． ０ ９
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初・再診料の配点について

○ 「議論の整理」において、初・再診料については、「診療所に配分される財源について、ほぼ全額を
初・再診料に充てるのではなく、まず無床診療所（補てん項目は初・再診料のみ）の補てんを考慮し
て、初・再診料に配分を行うこととし、病院における初・再診料と入院料の比率を変え、入院料の割合
を高めることとする。」とされたところ。

○ 「議論の整理」に基づいて、無床診療所の収支構造を踏まえると、初・再診料の上乗せ率は以下の
通りになる。

○ なお、実際の配点においては、点数を整数化する等の調整により、上乗せ率が本資料で示された数
値と若干異なる可能性がある点には留意。

＜費用面＞
課税経費率 21.0％
消費税率増加分 5/105

＜収入面＞
収入に占める初・再診料のシェア 18.2％

よって、初・再診料の上乗せ率は、

（21.0％ × 5/105）÷ 18.2％ ≒ 5.5％

※ 課税経費率及び初・再診料シェアは、2016年度の実績。

※ 課税経費率及び初・再診料のシェアについては、今回は消費税率５‐10％部分の補てん上
乗せを見直すものであるため、費用及び収入から、消費税率５％超部分の消費税負担相当
額及び診療報酬補てん額を除外した上で算出する。

※ 今回補てん対象となる消費税率増加分は、5/105（分母となる補てん前の費用が、税抜
100％の金額ではなく、5％までの税込105％の金額であるため。）。

0.010

0.010

上乗せ率 5.5％

消費税率増加分 5/105

課税経費率
21.0％

収入に占めるシェア
18.2％

費用 収入
初・再診料

課税経費

診調組 税－１－１

３１．１．９（改）



○ 特定入院料は種類が多く、病院ごとに算定する項目も様々であり、消費税負担と入院料シェアのバラ
ンスをみながら、個別の特定入院料ごとに上乗せ率を算出することは困難。そのため、前頁で説明の通り、
特定入院料を大きく4分類に括ることで、以下の図のように病院の収入構造を整理する。
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入院基本料・特定入院料の配点について

入院基本料

初・再診料

その他課税経費

給食材料費

【特定入院料】

救命救急１

特殊疾患
・
・
Etc.

約5.5％

3/105

5/105

?

?

?

?

?

・
・
・

主たる特定入院料
（分類Ⅰ）

入院基本料

その他の特定入院料

初・再診料

その他課税経費

給食材料費

約5.5％

3/105

5/105

【整理前】 【整理後】

多数の特定入院料が混在し、収入に占め
るシェアも異なる。個々に上乗せ率を算出
することが困難。

特定入院料を、当該医療機関で算定する主たる分類（図
では分類Ⅰ）とその他の2つにまとめることができ、補てん対象
の収入項目を初・再診料、入院基本料、主たる特定入院料、
その他の特定入院料の4種類に集約。上乗せ率の算出が容
易になる。

＜一般病院（急性期一般入院料届出）の場合＞

診調組 税－１－１

３ １ ． １ ． ９



○ 消費税補てんの収入と費用の構造は以下の表の通り。費用面の負担面積と、収入面の補てん面積
が一致し、それに見合う各補てん項目の補てん面積と上乗せ率を求めることになる。

○ 課税経費率及び入院料シェアについては、５‐10％部分の補てん上乗せの土台となるため、費用およ
び収入から、消費税率５％超部分の消費税負担相当額及び診療報酬補てん額を除外して算出する。

○ 今回補てん対象となる消費税率増加分は、給食材料費については3/105、その他の課税経費につ
いては5/105（分母となる補てん前の費用が、税抜100％の金額ではなく、5％までの税込105％の金
額であるため）。

一定の条件の下、
面積を算出（次頁
参照。）。

補てん面積収入に占めるシェア上乗せ率収入

○○○%5.5%初・再診料

?□%?入院基本料

?△%?特定入院料(救命１)

?×％?特定入院料(特殊疾患)

・
・

・
・

・
・

・
・

?・
・?Ｅｔｃ．

▲▲◎%—合計

負担面積課税経費率消費税率増加分費用

◆◆◆%3/105給食材料費

●●●%5/105その他の課税経費

▲▲▲%—合計

補てん面積収入に占めるシェア上乗せ率収入

○○○%5.5%初・再診料

□□□%?入院基本料

△△△%?特定入院料(Ⅰ)

×××％?その他の特定入院料

▲▲◎%—合計

負担面積課税経費率消費税率増加分費用

◆◆◆%3/105給食材料費

●●●%5/105その他の課税経費

▲▲▲%—合計
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入院基本料・特定入院料の配点について

【整理前】 【整理後】特定入院料が多数混在し、個々に上乗せ率を
算出することが困難。

特定入院料が２種類になり、補てん項目が4種類
に集約され、上乗せ率の算出が容易になる。

＝
＝

診調組 税－１－１

３ １ ． １ ． ９
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例:急性期一般入院料 & 特定入院料（分類Ⅰ）の上乗せ率を算出する場合

初・再診料による
補てん額の面積

消費税負担額
（5％以上）の面積

入院基本料による
補てん額の面積

特定入院料（分類Ⅰ）
による補てん額の面積

その他の特定入院料
による補てん額の面積

未確定

約5.5％
約1.8％

未確定

約26.5%

約0.6%
3/105

5/105

約17.6％

約4.3％
約2.7％

未確定

急性期一般入院料 & 特定入院料（分類Ⅰ）
補てん面積収入に占めるシェア上乗せ率収入
0.000971.8%5.5%初・再診料
未確定 ①17.6%未確定入院基本料
未確定 ②4.3%未確定特定入院料(Ⅰ)
未確定 ③2.7%未確定その他の特定入院料

0.0128126.4%—合計
負担面積課税経費率消費税率増加分費用

0.000180.6%3/105給食材料費
0.0126326.5%5/105その他の課税経費
0.0128127.2%—合計

初・再診料による
補てん額の面積

消費税負担額
（5％以上）の面積

入院基本料
&

特定入院料（分類Ⅰ）
の補てん額の面積

その他の特定入院料
による補てん額の面積

約5.5％
約1.8％

4.8％

4.8％

約26.5%

約0.6%
3/105

5/105

約17.6％約21.8％

約4.3％
約2.7％

急性期一般入院料 & 特定入院料（分類Ⅰ）
補てん面積収入に占めるシェア上乗せ率収入
0.000971.8%5.5%初・再診料

0.0105121.8%4.8%
入院基本料

特定入院料(Ⅰ)
0.001322.7%その他の特定入院料

0.0128126.4%—合計
負担面積課税経費率消費税率増加分費用
0.000180.6%3/105給食材料費
0.0126326.5%5/105その他の課税経費
0.0128127.2%—合計

＝

(2) 未確定①～③の面積合計は、

0.01281 － 0.00097 ＝ 0.01183

うち、①②を一つとみなし、収入に占めるシェア
の比(21.8%:2.7%)を用いて①～③の面積
合計を按分。①②の面積は、

0.01183 × 21.8／(21.8＋2.7)
＝ 0.01051

(3) ①②をまとめた補てん面積を、収入
に占めるシェアで除し、上乗せ率を算
出。

0.010151 ÷ 21.8％
≒ 4.8％

(1) 入院基本料と特定入院料(分類Ⅰ)をまとめて、
収入を占めるシェアを合算する。

17.6％ ＋ 4.3％ ＝ 21.8％

入院基本料・特定入院料の配点について

※四捨五入の関係で各数値の内訳と合計の表記が一致しない場合有り。

診調組 税－１－１

３ １ ． １ ． ９



精神病棟入院基本料(15対１以下) & 特定入院料(分類Ⅳ)
補てん面積収入に占めるシェア上乗せ率収入

0.000531.0%5.5%初再・診料

0.0087640.8%2.2%
入院基本料

特定入院料(分類Ⅳ)
0.001637.6%その他の特定入院料

0.0109249.3%—合計

負担面積課税経費率消費税率増加分費用

0.000943.3%3/105給食材料費

0.0099821.0%5/105その他の課税経費

0.0109224.3%—合計
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地域一般入院料 & 特定入院料(分類Ⅱ)
補てん面積収入に占めるシェア上乗せ率収入

0.001342.4%5.5%初・再診料

0.0093324.7%4.0%
入院基本料

特定入院料(分類Ⅱ)
0.001533.8%その他の特定入院料

0.0128130.9%—合計

負担面積課税経費率消費税率増加分費用

0.000180.6%3/105給食材料費

0.0126326.5%5/105その他の課税経費

0.0128127.1%—合計

入院基本料・特定入院料の配点について
○ 前頁と同様の手法を用いて、分類Ⅱ～Ⅳに該当する入院基本料と特定入院料についても、上乗せ

率が算出できる。分類Ⅰ～Ⅳの上乗せ率は以下の通り。

○ なお、一般病棟入院基本料については、今回の改定においては急性期一般入院料１～７又は地
域一般入院料１～３についての上乗せ率となる点に留意。

○ また、実際の配点においては、点数を整数化する等の調整により、上乗せ率が本資料で示された数
値と若干異なる可能性がある点にも留意。

精神病棟入院基本料(10対１・13対１) & 特定入院料(分類Ⅲ)
補てん面積収入に占めるシェア上乗せ率収入

0.000581.1%5.5%初・再診料

0.0072127.3%2.6%
入院基本料

特定入院料(分類Ⅲ)
0.0031311.9%その他の特定入院料

0.0109240.2%—合計

負担面積課税経費率消費税率増加分費用

0.000943.3%3/105給食材料費

0.0099821.0%5/105その他の課税経費

0.0109224.3%—合計

急性期一般入院料 & 特定入院料(分類Ⅰ)
補てん面積収入に占めるシェア上乗せ率収入

0.000971.8%5.5%初・再診料

0.0105121.8%4.8%
入院基本料

特定入院料(分類Ⅰ)
0.001322.7%その他の特定入院料

0.0128126.4%—合計

負担面積課税経費率消費税率増加分費用

0.000180.6%3/105給食材料費

0.0126326.5%5/105その他の課税経費

0.0128127.1%—合計

※四捨五入の関係で各数値の内訳と合計の表記が一致しない場合有り。

診調組 税－１－１

３ １ ． １ ． ９
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入院基本料・特定入院料の配点について
○ 特定入院料4分類の上乗せ率が全て決まると、4分類以外の残る入院基本料について上乗せ率の

算出が自動的に可能となる。

○ なお、実際の配点においては、点数を整数化する等の調整により、上乗せ率が本資料で示された数
値と若干異なる可能性がある点には留意。

急性期・地域一般入院料（※１）
補てん
面積収入シェア上乗せ率収入

0.000991.8%5.5%初・再診料

0.0086817.7％4.9%入院基本料

0.002004.2％4.8％特定入院料(Ⅰ)

0.001092.7％4.0％特定入院料(Ⅱ)

0.000020.1％2.6％特定入院料(Ⅲ)

0.000020.1％2.2％特定入院料(Ⅳ)

0.0128126.5％—合計
負担
面積

課税
経費率

消費税率
増加分費用

0.000180.6%3/105給食材料費

0.0126326.5%5/105その他の課税経費

0.0128127.1%—合計

療養病棟入院基本料
補てん
面積収入シェア上乗せ率収入

0.000751.4%5.5%初・再診料

0.0062742.8％1.5%入院基本料

0.000410.9％4.8％特定入院料(Ⅰ)

0.003067.6％4.0％特定入院料(Ⅱ)

0.000000.0％2.6％特定入院料(Ⅲ)

0.000000.0％2.2％特定入院料(Ⅳ)

0.0104952.6％—合計
負担
面積

課税
経費率

消費税率
増加分費用

0.000431.5％3/105給食材料費

0.0100521.1%5/105その他の課税経費

0.0104922.6%—合計

精神病棟入院基本料（※２）
補てん
面積収入シェア上乗せ率収入

0.000531.0%5.5%初・再診料

0.0038320.0％1.9%入院基本料

0.000220.5％4.8％特定入院料(Ⅰ)

0.000000.0％4.0％特定入院料(Ⅱ)

0.001887.1％2.6％特定入院料(Ⅲ)

0.0044620.8％2.2％特定入院料(Ⅳ)

0.0109249.3％—合計
負担
面積

課税
経費率

消費税率
増加分費用

0.000943.3%3/105給食材料費

0.0099821.0%5/105その他の課税経費

0.0109224.3%—合計

特定機能病院入院基本料
補てん
面積収入シェア上乗せ率収入

0.000551.0%5.5%初・再診料

0.0117113.3％8.8%入院基本料

0.002244.6％4.8％特定入院料(Ⅰ)

0.000010.0％4.0％特定入院料(Ⅱ)

0.000020.1％2.6％特定入院料(Ⅲ)

0.000000.0％2.2％特定入院料(Ⅳ)

0.0145219.0％—合計
負担
面積

課税
経費率

消費税率
増加分費用

0.000100.3%3/105給食材料費

0.0144230.3%5/105その他の課税経費

0.0145230.6%—合計

結核病棟入院基本料
補てん
面積収入シェア上乗せ率収入

0.000761.4%5.5%初・再診料

0.0099119.3％5.1%入院基本料

0.002014.2％4.8％特定入院料(Ⅰ)

0.000571.4％4.0％特定入院料(Ⅱ)

0.000000.0％2.6％特定入院料(Ⅲ)

0.000020.1％2.2％特定入院料(Ⅳ)

0.0132726.4％—合計
負担
面積

課税
経費率

消費税率
増加分費用

0.000180.6%3/105給食材料費

0.0130927.5%5/105その他の課税経費

0.0132728.1%—合計

専門病院入院基本料
補てん
面積収入シェア上乗せ率収入

0.000420.8%5.5%初・再診料

0.0102617.4％5.9%入院基本料

0.002134.4％4.8％特定入院料(Ⅰ)

0.000000.0％4.0％特定入院料(Ⅱ)

0.000000.0％2.6％特定入院料(Ⅲ)

0.000000.0％2.2％特定入院料(Ⅳ)

0.0128122.6％—合計
負担
面積

課税
経費率

消費税率
増加分費用

0.000180.6％3/105給食材料費

0.0126326.5%5/105その他の課税経費

0.0128127.1%—合計

障害者施設等入院基本料
補てん
面積収入シェア上乗せ率収入

0.000761.4%5.5%初・再診料

0.0075126.0％2.9%入院基本料

0.001192.5％4.8％特定入院料(Ⅰ)

0.002085.2％4.0％特定入院料(Ⅱ)

0.000271.0％2.6％特定入院料(Ⅲ)

0.000180.9％2.2％特定入院料(Ⅳ)

0.0120036.9％—合計
負担
面積

課税
経費率

消費税率
増加分費用

0.000331.2%3/105給食材料費

0.0116724.5%5/105その他の課税経費

0.0120025.7%—合計

（※１）データ抽出対象は、分類Ⅰと分類
Ⅱの急性期・地域一般入院料を算
定している病院。ここで算出される
入院基本料の上乗せ率は、分類
Ⅰと分類Ⅱ以外の急性期・地域一
般入院料（特別入院基本料）に
適用。

（※２）データ抽出対象は、分類Ⅲと分類
Ⅳの精神病棟入院基本料を算定
している病院。ここで算出される入
院基本料の上乗せ率は、分類Ⅲと
分類Ⅳ以外の精神病棟入院基本
料（特別入院基本料）に適用。

※四捨五入の関係で各数値の内訳と合計の表記が一致しない場合有り。

診調組 税－１－１

３ １ ． １ ． ９



令和元年度診療報酬改定による改定点数の一例①
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補てん点数
（５％～10％分）

改定後点数補てん点数
（５％～８％分）

改定前点数項目

1828812282初診料

473372再診料

841,650251,591急性期一般入院料１

4398815960地域一般入院料３

441,813411,810療養病棟入院基本料１（A）

1521,718331,599特定機能病院一般病棟７対
１入院基本料

1983013824精神病棟15対１入院基本料

51210,2231589,869救命救急入院料１（３日以
内）

982,129542,085回復期リハビリテーション
病棟入院基本料１

1292,809582,738地域包括ケア病棟入院料１

1173,579953,557精神科救急入院料１（30日
以内）

7191715861有床診療所入院基本料１

１．医科
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補てん点数
（５％～10％分）

改定後点数補てん点数
（５％～８％分）

改定前点数項目

3025116237歯科初診料

651348歯科再診料

801,100121,036歯科訪問診療料１

２．歯科

３．調剤

補てん点数
（５％～10％分）

改定後点数補てん点数
（５％～８％分）

改定前点数項目

242141調剤基本料１

434232一包化加算（42日以下）

4024020220一包化加算（43日以上）

12691067無菌製剤処理加算（中心静
脈栄養法用輸液）


